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(57)【要約】
【課題】熱可塑性樹脂基材上にハードコート層を形成してなる積層体であって、表面硬度
が高く、耐候性に優れた積層体を提供する。
【解決手段】熱可塑性樹脂（ａ）からなる樹脂層（Ａ）と、該樹脂層（Ａ）の少なくとも
一方の面に積層された熱可塑性樹脂（ｂ）からなる樹脂層（Ｂ）と、該樹脂層（Ｂ）上に
形成されたハードコート層とを有する積層体であって、該樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度がＦ以
上であり、該ハードコート層が紫外線吸収剤を１～５０質量％含む積層体。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂（ａ）からなる樹脂層（Ａ）と、該樹脂層（Ａ）の少なくとも一方の面に
積層された該熱可塑性樹脂（ａ）とは異なる熱可塑性樹脂（ｂ）からなる樹脂層（Ｂ）と
を有する基材と、該基材の該樹脂層（Ｂ）上に形成されたハードコート層とを有する積層
体であって、
　該樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度がＦ以上であり、該ハードコート層が紫外線吸収剤を１～５
０質量％含む積層体。
【請求項２】
　前記熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の吸水率が共に０．３％以下であり、吸
水率差が０．０５％以下である請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
　前記熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の線膨張係数が共に８．０×１０－５／
℃以下であり、線膨張係数差が０．５×１０－５／℃以下である請求項１又は２に記載の
積層体。
【請求項４】
　前記樹脂層（Ｂ）の厚みが５０～１０００μｍで、前記基材の厚みが０．５～２０ｍｍ
である請求項１ないし３のいずれか１項に記載の積層体。
【請求項５】
　前記熱可塑性樹脂（ｂ）が、下記一般式（１）で表される構造単位を有するポリカーボ
ネート樹脂を含む請求項１ないし４のいずれか１項に記載の積層体。

【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１はメチル基を示し、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立して水素原子ま
たはメチル基を示し、Ｘはアルキレン基又はアルキリデン基を示す。）
【請求項６】
　前記熱可塑性樹脂（ａ）が、ビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂を含む請求項１
ないし５のいずれか１項に記載の積層体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱可塑性樹脂基材上にハードコート層を形成してなる積層体に係り、特に表
面硬度が高く、耐候性に優れた積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート、ポリエチレンテレフタレート
、塩化ビニル樹脂、ＡＢＳ樹脂、酢酸セルロース、ポリプロピレン等の熱可塑性樹脂成形
品は、軽量性、易加工性、耐衝撃性などに優れているため、種々の用途に使用されている
。例えば、ポリカーボネート樹脂は、優れた透明性、耐熱性、機械的強度、易加工性とい
った長所を有するため、電気、自動車、医療用途等に広く用いられ、特に近年では、自動
車用窓ガラスや自動車内装の各種パネル類などに使用され、自動車の軽量化による燃費向
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上に貢献している。
【０００３】
　しかし、ポリカーボネート樹脂等の熱可塑性樹脂成形品は、表面硬度が低いために耐擦
傷性が不十分である。また、耐候性が十分でないために、特に屋外使用では黄変等の変質
、劣化の問題があるという欠点があった。
【０００４】
　これらの欠点を改良する目的で、熱可塑性樹脂成形品には、ハードコート層等の各種の
表面保護層が形成されて製品とされている。
【０００５】
　しかしながら、ハードコートによって表面を硬くしようとすると、皮膜やハードコート
層が白化したりクラックが発生したり、また、硬化層の架橋反応が経時で進行するために
被膜に歪が生じやすく、ハードコート層にクラックが発生したり、ハードコート層が剥離
したりし、長期間の耐候性の維持には不十分であった。皮膜に歪が生じないように硬化反
応の架橋密度を減らすために官能基濃度を薄くすると、ハードコートの硬度が高くならな
い。また、硬化反応が紫外線硬化によるハードコートにおいては、耐候性を強化しようと
してハードコート層に紫外線吸収剤を添加すると、その添加量にもよるが、紫外線硬化反
応のための紫外線照射時に紫外線吸収剤が紫外線硬化反応を阻害したり、同時に添加した
光安定剤や空気中の酸素によりラジカル反応が停止したりするため、ハードコート層の硬
度が高くならない。このため、ハードコート層に多量に紫外線吸収剤を配合することは避
ける傾向にあり、例えば、以下の特許文献１でもハードコート層に紫外線吸収剤を配合し
ていない。
【０００６】
　特許文献１には、鉛筆硬度、耐擦傷性、耐熱性、低吸水性に優れ、常温常湿環境下での
反り変形が小さく、且つ長期の高温高湿環境下での反り変形が少ない積層体として、熱可
塑性樹脂層（Ａ）とその少なくとも一方の面に積層された熱可塑性樹脂層（Ｂ）を含む積
層体であって、厚みや各層の熱可塑性樹脂のガラス転移点、吸水率、積層体の反り率が規
定された積層体が提案されている。特許文献１には、樹脂層（Ｂ）上にハードコート層を
形成することも記載されているが、樹脂層（Ｂ）に紫外線吸収剤を含有することが好まし
い旨の記載はあるものの、ハードコート層に紫外線吸収剤を含有させるとの記載も示唆も
ない。
　即ち、特許文献１では、ハードコート層ではなく、ハードコート層の下の樹脂層（Ｂ）
に紫外線吸収剤を含有させることで積層体の耐候性を高めている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】国際公開ＷＯ２０１４／０６１８１７号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献１は耐候性の向上を課題とするものではなく、ハードコート層に紫外線吸収剤
を含まないため、十分な耐候性を得ることはできない。
　即ち、特許文献１では、ハードコート層の紫外線硬化反応を優先し、ハードコート層に
は紫外線吸収剤を含有させずに、ハードコート層の下層の樹脂層（Ｂ）に紫外線吸収剤を
含有させている。このように、ハードコート層の下層の樹脂層（Ｂ）に紫外線吸収剤を含
有させた積層体では、以下のような問題がある。
【０００９】
（１）　ハードコート層の下層の樹脂層（Ｂ）に含まれる紫外線吸収剤による耐候性の向
上効果は、ハードコート層に紫外線吸収剤を含有させる場合よりも劣るものとなる。
（２）　耐候性を高めるために樹脂層（Ｂ）に紫外線吸収剤を多量に含有させようとして
も、紫外線吸収剤を多量に配合すると成形時のガス発生量が多くなり、モールドデポジッ
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り、紫外線吸収剤のブリードが問題となるため、樹脂層（Ｂ）には、それほど多くの紫外
線吸収剤を含有させることはできない。
　例えば、特許文献１では、熱可塑性樹脂（Ｂ）１００重量部に対して紫外線吸収剤を０
．５～５．０重量部、特に１．０～４．０重量部添加することが好ましいとされ、紫外線
吸収剤を添加する実施例は一部のみであり、それらの実施例では１．０重量部しか添加し
ていない。
　このように少量の紫外線吸収剤をハードコート層の下層の樹脂層（Ｂ）に添加しても、
十分な耐候性を得ることはできない。
【００１０】
　本発明は上記の課題に鑑みなされたものであって、熱可塑性樹脂基材上に、外観、耐摩
耗性、耐擦傷性、基材密着性、耐熱性、耐湿熱性及び耐候性に優れ、クラックの発生や剥
れの発生の無いハードコート層を有する積層体であって、特に表面硬度が高く、耐候性に
優れた積層体を提供することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者は、上記課題を解決すべく検討を重ねた結果、熱可塑性樹脂（ａ）からなる樹
脂層（Ａ）と、該樹脂層（Ａ）の少なくとも一方の面に積層された熱可塑性樹脂（ｂ）か
らなる樹脂層（Ｂ）とを有する基材の樹脂層（Ｂ）上に、紫外線吸収剤を所定の割合で含
むハードコート層を形成することにより、表面硬度が高く、耐候性に優れた積層体を実現
できることを見出した。
【００１２】
　本発明はこのような知見に基づいて達成されたものであり、以下を要旨とする。
【００１３】
［１］　熱可塑性樹脂（ａ）からなる樹脂層（Ａ）と、該樹脂層（Ａ）の少なくとも一方
の面に積層された該熱可塑性樹脂（ａ）とは異なる熱可塑性樹脂（ｂ）からなる樹脂層（
Ｂ）とを有する基材と、該基材の該樹脂層（Ｂ）上に形成されたハードコート層とを有す
る積層体であって、該樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度がＦ以上であり、該ハードコート層が紫外
線吸収剤を１～５０質量％含む積層体。
【００１４】
［２］　前記熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の吸水率が共に０．３％以下であ
り、吸水率差が０．０５％以下である［１］に記載の積層体。
【００１５】
［３］　前記熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の線膨張係数が共に８．０×１０
－５／℃以下であり、線膨張係数差が０．５×１０－５／℃以下である［１］又は［２］
に記載の積層体。
【００１６】
［４］　前記樹脂層（Ｂ）の厚みが５０～１０００μｍで、前記基材の厚みが０．５～２
０ｍｍである［１］ないし［３］のいずれかに記載の積層体。
【００１７】
［５］　前記熱可塑性樹脂（ｂ）が、下記一般式（１）で表される構造単位を有するポリ
カーボネート樹脂を含む［１］ないし［４］のいずれかに記載の積層体。
【００１８】
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【化１】

【００１９】
（一般式（１）中、Ｒ１はメチル基を示し、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立して水素原子ま
たはメチル基を示し、Ｘはアルキレン基又はアルキリデン基を示す。）
【００２０】
［６］　前記熱可塑性樹脂（ａ）が、ビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂を含む［
１］ないし［５］のいずれかに記載の積層体。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の積層体は、表面硬度が高く、耐候性にも優れる。
　本発明の積層体は、電気、自動車、医療用途等、幅広い分野に用いることができるが、
特に、その高い表面硬度と耐候性から、車両用窓ガラス(自動車、建機、鉄道、航空機)、
建築物用窓ガラス、ショーケース用ガラス、保存庫用窓ガラス、鏡用基材、車両用ランプ
カバー、車両用風防、眼鏡・ゴーグル・双眼鏡などの光学製品やそのボディー、家電製品
や電子機器の窓部やボディー、自動車内装や家電製品・電子機器の各種パネル類、ディス
プレイ用カバー、タッチパネル・タッチセンサー用パネル、太陽電池用電極パネル、有機
ＥＬ電極パネル等として有用であり、屋外で使用される用途にも十分に対応することがで
きる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００２３】
　本発明の積層体は、熱可塑性樹脂（ａ）からなる樹脂層（Ａ）と、該樹脂層（Ａ）の少
なくとも一方の面に積層された、熱可塑性樹脂（ａ）とは異なる樹脂である熱可塑性樹脂
（ｂ）からなる樹脂層（Ｂ）とを有する基材（以下、「本発明の基材」と称す場合がある
。）と、該基材の該樹脂層（Ｂ）上に形成されたハードコート層とを有する積層体であっ
て、該樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度がＦ以上であり、該ハードコート層が紫外線吸収剤を１～
５０質量％含むことを特徴とする。
【００２４】
　なお、本発明において、「熱可塑性樹脂（ａ）からなる樹脂層（Ａ）」とは、樹脂層（
Ａ）が熱可塑性樹脂（ａ）を樹脂成分として形成されていることを意味するものであり、
樹脂層（Ａ）は、本発明の目的を損なうことのない範囲で、熱可塑性樹脂（ａ）以外に、
後述の熱可塑性樹脂に一般的に使用される各種の添加剤を含有していてもよい。「熱可塑
性樹脂（ｂ）からなる樹脂層（Ｂ）」についても同様である。
　また、本発明の積層体は、樹脂層（Ａ）、樹脂層（Ｂ）及びハードコート層以外の層を
有していてもよい。ただし、ハードコート層と樹脂層（Ｂ）との間に他の層を介する場合
は、樹脂層（Ｂ）によるハードコート層の硬度向上効果を得る上で、ハードコートの表面
硬度を低下させることがない層とすることが望ましい。
【００２５】
［作用機構］
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　本発明によれば、以下の通り、表面硬度と耐候性に共に優れた積層体とすることができ
る。
　即ち、通常最表層となるハードコート層に紫外線吸収剤を多量に含むことにより、優れ
た耐候性を得ることができる。このようにハードコート層に紫外線吸収剤を多く配合した
場合、紫外線硬化型のハードコートにおいてはハードコート層の紫外線硬化反応が阻害さ
れ、硬度が低下する傾向があるが、本発明の積層体では、ハードコート層の下層の樹脂層
（Ｂ）が高硬度であることにより、ハードコート層の硬度を補償し、表面硬度の高い積層
体とすることができる。
　また、前述の通り、従来法では、ハードコート層のみで表面硬度を担うため、ハードコ
ート層が硬くなり過ぎ、クラックが入ったり、ハードコート層が剥離したりすることがあ
るが、本発明では、ハードコート層の硬度を過度に高くする必要はないため、このような
問題は解消される。
【００２６】
［樹脂層（Ａ）］
　樹脂層（Ａ）を構成する熱可塑性樹脂（ａ）は、ポリカーボネート樹脂、特に芳香族ポ
リカーボネート樹脂を含むことが好ましく、とりわけビスフェノールＡ型ポリカーボネー
ト樹脂を含むことが好ましい。
【００２７】
＜ビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂＞
　ビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂（以下「Ａ－ＰＣ」と略記する場合がある。
）は、原料のジヒドロキシ化合物として、ビスフェノールＡ、すなわち２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）プロパンとカーボネート前駆体とから製造されるものである。
【００２８】
　ポリカーボネート樹脂の原料となるモノマーのうち、カーボネート前駆体の例を挙げる
と、カルボニルハライド、カーボネートエステル等が使用される。なお、カーボネート前
駆体は、１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用してもよい。
【００２９】
　カルボニルハライドとしては、具体的には例えば、ホスゲン；ジヒドロキシ化合物のビ
スクロロホルメート体、ジヒドロキシ化合物のモノクロロホルメート体等のハロホルメー
ト等が挙げられる。
【００３０】
　カーボネートエステルとしては、具体的には例えば、ジフェニルカーボネート、ジトリ
ルカーボネート等のジアリールカーボネート類；ジメチルカーボネート、ジエチルカーボ
ネート等のジアルキルカーボネート類；ジヒドロキシ化合物のビスカーボネート体、ジヒ
ドロキシ化合物のモノカーボネート体、環状カーボネート等のジヒドロキシ化合物のカー
ボネート体等が挙げられる。
【００３１】
　Ａ－ＰＣは、ビスフェノールＡ以外の他のジヒドロキシ化合物を併用した共重合ポリカ
ーボネート樹脂であってもよい。ビスフェノールＡ以外の他のジヒドロキシ化合物として
は、例えば、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）デカン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）フェニ
ルメタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロペンタン、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）シクロオクタン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フル
オレン、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、４，４’－ジヒドロキシフェニルエー
テル等の芳香族ジヒドロキシ化合物が挙げられる。
【００３２】
　共重合ポリカーボネート樹脂とする場合は、ビスフェノールＡ由来の成分が５０モル％
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以上であることが好ましく、より好ましくは７０モル％以上、さらに好ましくは８０モル
％以上、中でも９０モル％以上、特には９５モル％以上であることが好ましい。
　またＡ－ＰＣは、直鎖状でもよく、分岐鎖状でもよい。
【００３３】
　Ａ－ＰＣの製造方法は、特に限定されるものではなく、任意の方法を採用できる。その
例を挙げると、界面重合法、溶融エステル交換法、ピリジン法、環状カーボネート化合物
の開環重合法、プレポリマーの固相エステル交換法などを挙げることができる。
【００３４】
　ポリカーボネート樹脂では、その末端水酸基量が熱安定性、加水分解安定性、色調等に
大きな影響を及ぼす傾向がある。このため、公知の任意の方法によって末端水酸基量を必
要に応じて調整してもよい。エステル交換反応においては、通常、炭酸ジエステルと芳香
族ジヒドロキシ化合物との混合比率；エステル交換反応時の減圧度などを調整することに
より、末端水酸基量を調整したポリカーボネート樹脂を得ることができる。なお、この操
作により、通常は得られるポリカーボネート樹脂の分子量を調整することもできる。
【００３５】
　Ａ－ＰＣの粘度平均分子量（Ｍｖ）は、１６，０００～２８，０００であることが好ま
しい。粘度平均分子量がこの範囲であると、成形性が良く、且つ機械的強度の大きいポリ
カーボネート樹脂成形体が得られやすく、小さすぎると、耐面衝撃性が著しく低下しやす
い傾向があり、大きすぎると溶融粘度が増大し射出成形が困難となりやすい傾向がある。
Ａ－ＰＣの分子量の下限は、より好ましくは１７，０００、さらに好ましくは１８，００
０であり、その上限はより好ましくは２７，０００である。
【００３６】
　なお、本発明において、ポリカーボネート樹脂の粘度平均分子量［Ｍｖ］は、溶媒とし
てメチレンクロライドを使用し、ウベローデ粘度計を用いて温度２０℃での極限粘度［η
］（単位ｄｌ／ｇ）を求め、以下のＳｃｈｎｅｌｌの粘度式から算出される値である。
　　　η＝１．２３×１０－４Ｍｖ０．８３

【００３７】
　Ａ－ＰＣの末端水酸基濃度は任意であり、適宜選択して決定すればよいが、通常１００
０ｐｐｍ以下、好ましくは８００ｐｐｍ以下、より好ましくは６００ｐｐｍ以下である。
これによりＡ－ＰＣの滞留熱安定性及び色調をより向上させることができる。また、その
下限は、特に溶融エステル交換法で製造されたＡ－ＰＣでは、通常１０ｐｐｍ以上、好ま
しくは３０ｐｐｍ以上、より好ましくは４０ｐｐｍ以上である。これにより、分子量の低
下を抑制し、樹脂組成物の機械的特性をより向上させることができる。
【００３８】
　なお、末端水酸基濃度の単位は、ポリカーボネート樹脂の質量に対する、末端水酸基の
質量をｐｐｍで表示したものである。その測定方法は、四塩化チタン／酢酸法による比色
定量（Ｍａｃｒｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．８８　２１５（１９６５）に記載の方法）である。
【００３９】
　樹脂層（Ａ）を構成する熱可塑性樹脂（ａ）は、Ａ－ＰＣを５０質量％以上含むことが
好ましく、Ａ－ＰＣを７０質量％以上含むことがより好ましく、Ａ－ＰＣを８０質量％以
上含むことが更に好ましく、Ａ－ＰＣを９０質量％以上含むことが特に好ましく、とりわ
け１００質量％含むことが好ましい。即ち、樹脂層（Ａ）は、必要に応じて用いられる後
述の添加剤以外に、樹脂成分として実質的にＡ－ＰＣのみを含むものであることが好まし
い。
【００４０】
　なお、熱可塑性樹脂（ａ）がＡ－ＰＣ以外の樹脂を含む場合、その他の樹脂としては、
Ａ－ＰＣ以外のポリカーボネート樹脂や、スチレン系樹脂等の１種又は２種以上が挙げら
れる。
【００４１】
　熱可塑性樹脂（ａ）の好適な物性については後述する。
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【００４２】
＜厚み＞
　樹脂層（Ａ）の厚みは１００μｍ～２０ｍｍであることが好ましく、２００μｍ～１５
ｍｍであることがより好ましく、３００μｍ～１０ｍｍであることがさらに好ましい。
　樹脂層（Ａ）の厚みが上記下限以上であると、耐衝撃性等の積層体の機械的強度や耐熱
性を十分なものとすることができ、上記上限以下であると、積層体の厚みが厚くなり過ぎ
ず、薄肉軽量化を図れる。
【００４３】
［樹脂層（Ｂ）］
　樹脂層（Ｂ）を構成する熱可塑性樹脂（ｂ）は、ポリカーボネート樹脂、特に芳香族ポ
リカーボネート樹脂を含むことが好ましく、とりわけ、表面硬度に優れる樹脂層（Ｂ）を
形成できることから、以下に説明するビスフェノールＣ型ポリカーボネート樹脂を含むこ
とが好ましい。また、成形性を良好なものとするために、ビスフェノールＣ型ポリカーボ
ネート樹脂に加えて、上記のビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂を含むことが好ま
しい。
【００４４】
＜ビスフェノールＣ型ポリカーボネート樹脂＞
　熱可塑性樹脂（ｂ）は、表面硬度に優れる樹脂層（Ｂ）を形成できることから、下記一
般式（１）で表される構造単位を有するポリカーボネート樹脂（以下「ビスフェノールＣ
型ポリカーボネート樹脂」と称し、「Ｃ－ＰＣ」と略記する場合がある。）を含むことが
好ましい。
【００４５】
【化２】

【００４６】
（一般式（１）中、Ｒ１はメチル基を示し、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立して水素原子ま
たはメチル基を示し、Ｘはアルキレン基又はアルキリデン基を示す。）
【００４７】
　上記一般式（１）において、Ｒ１はメチル基であり、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に水
素原子またはメチル基である。Ｒ２及びＲ３は硬度の面からメチル基であることが好まし
く、入手の容易性の面から水素原子であることが好ましい。
　また、Ｘは、アルキレン基又はアルキリデン基であるが、アルキレン基としては炭素数
１～６のアルキレン基が好ましく、直鎖状であっても分岐鎖状であってもよい。その例と
しては、メチレン、１，２－エチレン、１，３－プロピレン、１，４－ブチレン、１，６
－へキシレン等を挙げることができる。
　アルキリデン基としては、炭素数２～１０のアルキリデン基が好ましく、例えばエチリ
デン、２，２－プロピリデン、２，２－ブチリデン、３，３－ヘキシリデン等を挙げるこ
とができる。
　Ｘは、アルキリデン基であるのが好ましく、２，２－プロピリデン基（即ち、イソプロ
ピリデン基）が特に好ましい。
【００４８】
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　Ｃ－ＰＣとしての好ましい具体例としては、以下のイ）、ロ）のポリカーボネート樹脂
が挙げられる。
　イ）２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン構造単位を有する
もの、即ち、Ｒ１がメチル基、Ｒ２とＲ３が水素原子、Ｘがイソプロピリデン基である構
造単位を有するもの、
　ロ）２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン構造単位、
即ちＲ１がメチル基、Ｒ２とＲ３がメチル基、Ｘがイソプロピリデン基である構造単位を
有するもの、
　上記のうち、特に上記イ）のポリカーボネート樹脂が好ましい。
【００４９】
　これらＣ－ＰＣは、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、
２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパンを、ジヒドロキシ
化合物として使用して製造することができる。
【００５０】
　Ｃ－ＰＣは、一般式（１）で表される構造単位以外のカーボネート構造単位を有するこ
ともでき、例えば、下記一般式（２）で表される構造単位、あるいは後記するような他の
ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有していてもよい。この際の一般式（１）で表
される構造単位以外の構造単位の共重合量は、通常６０モル％以下であり、５０モル％以
下が好ましく、より好ましくは４０モル％以下、さらには３０モル％以下、特には２０モ
ル％以下であることが好ましい。
【００５１】

【化３】

【００５２】
（式中、Ｘは前記一般式（１）におけるＸと同義である。）
【００５３】
　上記一般式（２）で表されるポリカーボネート構造単位の好ましい具体例としては、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、即ち、ビスフェノールＡ由来のカーボ
ネート構造単位である。
【００５４】
　Ｃ－ＰＣの粘度平均分子量（Ｍｖ）は、１６，０００～２８，０００であることが好ま
しい。粘度平均分子量がこの範囲であると、成形性が良く、機械的強度が大きく、耐擦傷
性のよいポリカーボネート樹脂成形体が得られやすく、小さすぎると、耐面衝撃性が著し
く低下しやすい傾向にあり、大きすぎると溶融粘度が増大し射出成形が困難となりやすい
傾向にある。Ｃ－ＰＣの分子量の下限は、より好ましくは１７，０００、さらに好ましく
は１８，０００、特に好ましくは２０，０００であり、その上限はより好ましくは２７，
０００である。
【００５５】
　Ｃ－ＰＣを製造する方法は、特に限定されるものではなく、前記Ａ－ＰＣの製造方法で
説明したとおりである。
【００５６】
　樹脂層（Ｂ）を構成する熱可塑性樹脂（ｂ）は、Ｃ－ＰＣを１０質量％以上含むことが
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好ましく、Ｃ－ＰＣを２０質量％以上含むことがより好ましく、Ｃ－ＰＣを３０質量％以
上含むことが更に好ましい。
【００５７】
　また、樹脂層（Ｂ）を構成する熱可塑性樹脂（ｂ）は、Ａ－ＰＣとＣ－ＰＣとを合計で
５０質量％以上含むことが好ましく、７０質量％以上含むことがより好ましく、８０質量
％以上含むことが更に好ましく、９０質量％以上含むことが特に好ましく、とりわけ１０
０質量％含むこと、即ち、樹脂層（Ｂ）は、必要に応じて用いられる後述の添加剤以外に
、樹脂成分として実質的にＡ－ＰＣとＣ－ＰＣのみを含むものであることが好ましい。
【００５８】
　熱可塑性樹脂（ｂ）に含まれるＡ－ＰＣとＣ－ＰＣの割合は、質量比で、Ａ－ＰＣ：Ｃ
－ＰＣ＝８０～５：２０～９５の範囲であることが好ましく、７０～１０：３０～９０の
範囲であることがより好ましく、６５～１５：３５～８５の範囲であることが更に好まし
い。Ａ－ＰＣとＣ－ＰＣの割合をこの範囲とすることで、Ｃ－ＰＣによる硬度の向上効果
と、Ａ－ＰＣによる成形性の向上効果をバランスよく得ることができる。
【００５９】
　なお、熱可塑性樹脂（ｂ）がＣ－ＰＣ及びＡ－ＰＣ以外の樹脂を含む場合、その他の樹
脂としては、Ｃ－ＰＣ及びＡ－ＰＣ以外のポリカーボネート樹脂や、スチレン系樹脂等の
１種又は２種以上が挙げられる。
【００６０】
　熱可塑性樹脂（ｂ）の好適な物性については後述する。
【００６１】
＜厚み＞
　樹脂層（Ｂ）の厚みは５０～２０００μｍであることが好ましく、８０～１０００μｍ
であることがより好ましく、１００～５００μｍであることがさらに好ましい。
　樹脂層（Ｂ）の厚みが上記下限以上であると、積層体の表面硬度を十分なものとするこ
とができ、上記上限以下であると、積層体の耐熱性、耐衝撃性等の機械的強度の面で好ま
しい。
【００６２】
［熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の物性］
＜吸水率＞
　吸水による積層体の反りを防止する観点から、熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ
）はいずれも吸水率が小さい方が好ましい。吸水率は共に０．３％以下であることが好ま
しく、０．２５％以下であることがより好ましく、０．２％以下であることが更に好まし
い。
【００６３】
　また、熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の吸水率の差が大きいと、吸水による
層（Ａ）と層（Ｂ）の寸法変化の差異により、積層体に反りが発生し易くなったり、層（
Ａ）と層（Ｂ）とが剥離し易くなったりするため、熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（
ｂ）の吸水率の差は小さい方が好ましく、この吸水率差は０．０５％以下、特に０．０４
％以下、とりわけ０．０３％以下であることが好ましい。
【００６４】
　なお、ここで、熱可塑性樹脂（ａ）、熱可塑性樹脂（ｂ）の吸水率とは、各樹脂のペレ
ットを２３℃の水中に２４時間浸漬したときの重量変化から求められる値であり、具体的
には、後述の実施例の項に記載される方法で測定される。
【００６５】
＜線膨張係数＞
　熱膨張による積層体の反りを防止する観点から、熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（
ｂ）はいずれも線膨張係数が小さい方が好ましい。線膨張係数は共に８．０×１０－５／
℃以下であることが好ましく、７．８×１０－５／℃以下であることがより好ましく、７
．５×１０－５／℃以下であることが好ましい。
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【００６６】
　また、熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性樹脂（ｂ）の線膨張係数の差が大きいと熱膨張に
よる、層（Ａ）と層（Ｂ）の寸法変化の差異により、積層体に反りが発生し易くなったり
、層（Ａ）と層（Ｂ）とが剥離し易くなったりするため、熱可塑性樹脂（ａ）と熱可塑性
樹脂（ｂ）の線膨張係数の差は小さい方が好ましく、この線膨張係数差は０．５×１０－

５／℃以下、特に０．４×１０－５／℃以下、とりわけ０．３×１０－５／℃以下である
ことが好ましい。
【００６７】
　なお、ここで、熱可塑性樹脂（ａ）、熱可塑性樹脂（ｂ）の線膨張係数とは、各樹脂で
成形した成形体については、ＩＳＯ　１１３５９－２に準拠して測定される値であり、具
体的には、後述の実施例の項に記載される方法で測定される。線膨張係数は、通常成形時
の樹脂流動方向（ＭＤ方向）と、ＭＤ方向に対し直角方向（ＴＤ方向）とで測定されるが
、ＭＤ方向もＴＤ方向も上記好適な線膨張係数の範囲内であることが好ましい。また、線
膨張係数差については、ＭＤ方向の線膨張係数とＴＤ方向の線膨張係数との平均値をとり
、その線膨張係数の平均値の差が上記線膨張係数差以下であることが好ましい。
【００６８】
［樹脂層（Ａ）、樹脂層（Ｂ）の添加剤］
　本発明の積層体を構成する樹脂層（Ａ）、樹脂層（Ｂ）は、所望の諸物性を著しく損な
わない限り、必要に応じて、各種の樹脂添加剤を含有していてもよい。
【００６９】
　樹脂添加剤としては、例えば、難燃剤、滴下防止剤、充填材、紫外線吸収剤、酸化防止
剤、離型剤、染顔料、帯電防止剤、防曇剤、滑剤、アンチブロッキング剤、可塑剤、分散
剤、抗菌剤などが挙げられる。なお、樹脂添加剤は１種が含有されていてもよく、２種以
上が任意の組み合わせ及び比率で含有されていても良い。
【００７０】
［ハードコート層］
＜ハードコート剤＞
　本発明の積層体のハードコート層を形成するためのハードコート剤としては、公知の材
料を適宜使用することができ、例えば、シリコーン系、アクリル系、エポキシ系、シラザ
ン系、ウレタン系などの種々の多官能モノマーや多官能プレポリマーを主成分とし、シリ
カ等の無機充てん剤と重合開始剤、紫外線吸収剤を溶剤に溶解させたものを用い、必要に
応じて酸化防止剤、光安定剤、粘度調整剤、消泡剤、帯電防止剤、分散剤、スリップ剤、
染料、顔料などの各種添加剤等を添加してもよい種々のハードコート剤を使用することが
できる。接着性や耐候性を向上させるために、ハードコート剤を塗布する前にプライマー
層を設ける２コートタイプのハードコート剤であってもよい。
【００７１】
＜紫外線吸収剤＞
　ハードコート層に用いる紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾトリアゾール系、ベン
ゾフェノン系、トリアジン系、サリシレート系、ベンゾエート系、シアノアクリレート系
等の有機系紫外線吸収剤および、酸化亜鉛，酸化チタン，酸化セリウム，酸化鉄等の無機
系紫外線吸収剤が挙げられる。
【００７２】
　これらの具体例として、特に有機系の紫外線吸収剤においては、例えば、２－（２－ヒ
ドロキシ－５－メチル）ベンゾトリアゾール、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α
，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロ
キシ－５’－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’
－ｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－
３’，５’－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’
，５’－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２Ｈ－ベンゾト
リアゾール－２－イル）－４，６－ビス（１－メチル－１－フェニルエチル）フェノール
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、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ｔ－ペンチルベンゾトリアゾール、２－［２’
－ヒドロキシ－５’－（１，１，３，３，－テトラメチルブチル）］ベンゾトリアゾール
、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｓ－ブチル－５’－ｔ－ブチルベンゾトリアゾール、
２－（２’－ヒドロキシ－３－ドデシル－５’－メチルベンゾトリアゾール、２－（２’
－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾト
リアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２
，２－メチレンビス［４－１，１，３，３－テトラメチルブチル］－６－（２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール－２－イル）フェノール］、３－［３－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－
イル）－５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル］プロピオネートとポリエチレングリ
コールの反応物等のベンゾトリアゾール類、２－ヒドロキシベンゾフェノン、５－クロロ
２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ
－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン、
４－ドデシロキシ－２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４－メト
キシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、
２－ヒドロキシ－４－ドデシルオキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン類、２－（４，
６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－［（メチル）オキシ］－フ
ェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－［（
エチル）オキシ］－フェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－
２－イル－［（プロピル）オキシ］－フェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，
５－トリアジン－２－イル）－５－［（ブチル）オキシ］－フェノール、２－（４，６－
ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－［（ヘキシル）オキシ］－フェ
ノール等のトリアジン類、フェニルサリシレート、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルサリシ
レート、ｐ－オクチルフェニルサリシレート等のサリシレート類、３－ヒドロキシフェニ
ルベンゾエート、フェニレン－１，３－ベンゾエート等のベンゾエート類、２－エチルヘ
キシル－２－シアノ－３，３’－ジフェニルアクリレート、エチル－２－シアノ－３，３
’－ジフェニルアクリレート等のシアノアクリレート類、２－（４，６－ジフェニル－１
，３，５－トリアジン－２―イル）－５－ヘキシルオキシフェノール等が挙げられる。ま
た高分子化合物の側鎖に同様の構造のものを導入したものでもよい。
【００７３】
　これらの紫外線吸収剤は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができ
る。
【００７４】
　ハードコート層の紫外線吸収剤の含有量は、１～５０質量％であり、好ましくは２～２
０質量％であって、より好ましくは５～１０質量％である。
　ハードコート層中の紫外線吸収剤の含有量が少な過ぎると、紫外線硬化型ハードコート
においては紫外線吸収剤による耐候性の向上効果を十分に得ることができず、多過ぎると
紫外線硬化反応でハードコート層を形成する場合には、紫外線吸収剤が紫外線硬化反応を
阻害し、高硬度のハードコート層を形成し得なくなる。
　即ち、紫外線吸収剤は、紫外線硬化反応を阻害しないように、通常ハードコート層中に
１質量％以下のごく少量が用いられるが、本発明では、耐候性を優先させてハードコート
層中の紫外線吸収剤の含有量を従来よりも多くし、紫外線吸収剤を多くしたことによる硬
度の低下をハードコート層の下層の高硬度の樹脂層（Ｂ）により補償するが、紫外線吸収
剤の含有量が過度に多いと目的とする表面硬度が得られなくなるため、上記上限以下とす
る。
【００７５】
＜厚み＞
　ハードコート層の厚みは、樹脂層（Ｂ）との熱膨張差や収縮差による層剥離を防止した
上で表面硬度を高める観点から、好ましくは５～５０μｍ、より好ましくは７～３０μｍ
である。
【００７６】
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［積層体］
　本発明の積層体は、前述の樹脂層（Ａ）の少なくとも一方の面に樹脂層（Ｂ）を有し、
その樹脂層（Ｂ）上に前述のハードコート層が形成されたものである。
　樹脂層（Ｂ）は樹脂層（Ａ）の一方の面に形成されていてもよく、両面に形成されてい
てもよい。
　即ち、本発明の積層体は、樹脂層（Ａ）／樹脂層（Ｂ）／ハードコート層の積層構造で
あってもよく、ハードコート層／樹脂層（Ｂ）／樹脂層（Ａ）／樹脂層（Ｂ）／ハードコ
ート層の積層構造であってもよい。
【００７７】
　また、必要に応じて、樹脂層（Ａ）と樹脂層（Ｂ）との間に、樹脂層（Ｂ）とハードコ
ート層の間に、あるいは樹脂層（Ａ）の樹脂層（Ｂ）形成面とは反対側に図柄印刷層、接
着層、透明導電層、各種機能（熱線遮蔽、サーモクロミック、フォトクロミック、エレク
トロクロミック等の各機能）を持つ機能性層等の他の層を有していてもよい。
【００７８】
　本発明の基材の厚み（本発明の積層体のハードコート層を除いた基材の厚み）は、積層
体の用途、要求特性によっても異なるが、０．１５～２２ｍｍであることが好ましく、０
．２～１６ｍｍであることがより好ましく、０．４～１０ｍｍであることが更に好ましい
。本発明の基材の厚みが上記下限以上であると、各層の厚みを十分に確保して、機械的強
度、表面硬度、耐熱性等に優れた積層体とすることができ、上記上限以下であると、薄肉
軽量化に有利である。
【００７９】
　また、本発明の基材の樹脂層（Ｂ）、即ち、ハードコート層形成面の表面硬度は、鉛筆
硬度でＦ以上であり、好ましくはＨ以上である。
　本発明によれば、ハードコート層をこのような高硬度の樹脂層（Ｂ）上に形成すること
で、ハードコート層の表面硬度も高くすることができ、上記のような高い表面硬度を実現
することができる。
　なお、ハードコート層の鉛筆硬度はＦ以上、特にＨ以上であることが好ましい。
【００８０】
　本発明における樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度、及びハードコート層の鉛筆硬度は、ＪＩＳ　
Ｋ－５６００－５－４に準じて測定される。
【００８１】
［積層体の製造方法］
　本発明の積層体の製造方法には特に制限はなく、射出成形法、Ｔダイ成形法、インフレ
ーション成形法等を用いて製造することができる。例えば、次のような方法を採用するこ
とができる。
【００８２】
（１）　予め熱可塑性樹脂（ｂ）を用いて成形した樹脂層（Ｂ）の押出成形フィルムやシ
ート又は射出成形シートを、金型にセットし、この金型に熱可塑性樹脂（ａ）を射出して
一体成形し、得られた樹脂層（Ａ）と樹脂層（Ｂ）の積層体の樹脂層（Ｂ）上に、ハード
コート層を形成する。
（２）　Ｔダイ成形によって樹脂層（Ａ）、樹脂層（Ｂ）のフィルム又はシートを予め成
形し、これらのフィルム又はシートをプレス成形又は熱ロールにより一体化し、得られた
樹脂層（Ａ）と樹脂層（Ｂ）の積層体の樹脂層（Ｂ）上にハードコート層を形成する。
【００８３】
　ハードコート層の形成に当たり、ハードコート剤のコーティング方法としては、特に制
限はないが、スプレーコート、ディップコート、フローコート、スピンコート、バーコー
ト、カーテンコート、ダイコート、グラビアコート、ロールコート、ブレードコート及び
エアーナイフコート等のいずれの塗工方法によって塗布することもできる。
【００８４】
　なお、ハードコート層は、上記の通り、製造された樹脂層（Ａ）と樹脂層（Ｂ）の積層
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体よりなる基材の樹脂層（Ｂ）上にハードコート剤を塗布して硬化させることにより形成
してもよいが、予め成形されたハードコート層用のフィルムをラミネートしてもよく、樹
脂層（Ｂ）用のフィルム又はシートに予めハードコート層を形成しておいてもよい。
　例えば、上記（１）の方法において、金型内に、樹脂層（Ｂ）用のフィルム又はシート
にハードコート層を形成したものをセットしてもよく、このようにすることで、射出成形
後のハードコート層の形成工程を省略することができる。
【００８５】
［用途］
　本発明の積層体は、電気、自動車、医療用途等、幅広い分野に用いることができるが、
特に、その高い表面硬度と耐候性から、自動車内外装の各種パネル等として有用であり、
屋外で使用される用途にも十分に対応することができる。
　また、樹脂層（Ａ）と樹脂層（Ｂ）との間、或いは樹脂層（Ａ）の樹脂層（Ｂ）形成面
と反対側に透明導電層を設けることによって、自動車の窓材等の透明面状発熱体、透明電
磁波シールド樹脂板、透明タッチパネルセンサー、液晶パネルや有機ＥＬ、太陽電池の透
明電極等に適用することもできる。
【実施例】
【００８６】
　以下に実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
【００８７】
　以下の実験例及び実施例で用いた各種材料の詳細は以下の通りである。
　Ｃ－ＰＣ：ビスフェノールＣ型ポリカーボネート樹脂（粘度平均分子量（Ｍｖ）：２２
０００）
　Ａ－ＰＣ（１）：三菱エンジニアリングプラスチックス社製ビスフェノールＡ型ポリカ
ーボネート樹脂「ユーピロンＳ－３０００ＵＲ」（粘度平均分子量（Ｍｖ）：２１０００
）
　Ａ－ＰＣ（２）：三菱エンジニアリングプラスチックス社製ビスフェノールＡ型ポリカ
ーボネート樹脂「ユーピロンＨ－４０００ＵＲ」（粘度平均分子量（Ｍｖ）：１６０００
）
　ハードコート剤：アクリル系有機無機ハイブリッドハードコート剤
　紫外線吸収剤：ＢＡＳＦ社製トリアジン系紫外線吸収剤「チヌビン４００」
【００８８】
　なお、上記ビスフェノールＣ型ポリカーボネート樹脂Ｃ－ＰＣは、以下の製造例により
製造した。
【００８９】
＜製造例：Ｃ－ＰＣの製造＞
　２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン２６．１４モル（６．
７５ｋｇ）と、ジフェニルカーボネート２６．７９モル（５．７４ｋｇ）を、撹拌機およ
び留出凝縮装置付きのＳＵＳ製反応器（内容積１０リットル）内に入れ、反応器内を窒素
ガスで置換後、窒素ガス雰囲気下で２２０℃まで３０分間かけて昇温した。
【００９０】
　次いで、反応器内の反応液を撹拌し、溶融状態下の反応液にエステル交換反応触媒とし
て炭酸セシウム（Ｃｓ２ＣＯ３）を、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）プロパン１モルに対し１．５×１０－６モルとなるように加え、窒素ガス雰囲気下、
２２０℃で３０分、反応液を撹拌醸成した。次に、同温度下で反応器内の圧力を４０分か
けて１００Ｔｏｒｒに減圧し、さらに、１００分間反応させ、フェノールを留出させた。
　次に、反応器内を６０分かけて温度を２８４℃まで上げるとともに３Ｔｏｒｒまで減圧
し、留出理論量のほぼ全量に相当するフェノールを留出させた。次に、同温度下で反応器
内の圧力を１Ｔｏｒｒ未満に保ち、さらに６０分間反応を続け重縮合反応を終了させた。
このとき、撹拌機の攪拌回転数は３８回転／分であり、反応終了直前の反応液温度は２８
９℃、攪拌動力は０．７５ｋＷであった。
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　次に、溶融状態のままの反応液を２軸押出機に送入し、炭酸セシウムに対して４倍モル
量のｐ－トルエンスルホン酸ブチルを２軸押出機の第１供給口から供給し、反応液と混練
し、その後、反応液を２軸押出機のダイを通してストランド状に押し出し、カッターで切
断してポリカーボネート樹脂のペレットを得た。
【００９２】
　得られたポリカーボネート樹脂Ｃ－ＰＣの物性は以下の通りであった。
　　鉛筆硬度：２Ｈ
　　粘度平均分子量（Ｍｖ）：２２，０００
【００９３】
　積層体を構成する各樹脂層の物性、及び作製した積層体の評価方法は、以下の通りであ
る。
【００９４】
＜線膨張係数（単位：／℃）＞
　ＩＳＯ　１１３５９－２に準拠して、樹脂層（Ａ）及び樹脂層（Ｂ）を構成するポリカ
ーボネート樹脂についてそれぞれ作成したＩＳＯ多目的試験片の中心部より、４ｍｍ×４
ｍｍ×４ｍｍの立方体状の試験片を切出し、ＭＤ方向とＴＤ方向を測定した。測定はエス
アイアイ・ナノテクノロジー社製ＴＭＡ／ＳＳ６１００を使用し、昇温速度５℃／ｍｉｎ
にて２０～３０℃の平均線膨張係数を算出した。
【００９５】
＜吸水率＞
　吸水率は樹脂ペレットの吸水率を測定した。吸水率の測定は、あらかじめ重量を測定し
た２３℃、５０％で状態調節した樹脂ペレットを２３℃の水中に２４時間浸漬後、表面の
付着水を吸水性ワイパーで除去し、カールフィッシャー法（水分気化－電量滴定法）によ
って行った。分析には、三菱化学アナリテック社製、ＣＡ－２００（電量滴定法水分計）
、ＶＡ－２００（水分気化装置）を備えた装置を用いた。試薬として、三菱化学社製アク
アミクロン（登録商標）ＡＸ（陽極液）と、アクアミクロン（登録商標）ＣＸＵ（陰極液
）を用い、ＥｎｄＳｅｎｃｅ＝０．１μｇ・Ｈ２Ｏ／秒、Ｄｅｌａｙ＝２分の条件下、キ
ャリアガスとして窒素を約２００ｍＬ／分流し、２００℃にて測定を行った。吸水率はカ
ールフィッシャー法で測定した水分の重量を２３℃、５０％で状態調節したときの重量に
対する百分率として算出した。
【００９６】
＜鉛筆硬度＞
　樹脂層（Ｂ）、又は樹脂層（Ｂ）上のハードコート層の鉛筆硬度は、ＪＩＳ　Ｋ５６０
０－５－４に準拠し、評価対象面に対して７５０ｇ加重で鉛筆硬度の測定を行い、表面に
目視で傷がつかなかった鉛筆の硬度を評価結果とした。
【００９７】
＜耐候性＞
　スガ試験機製メタリングウェザーメーター（９０ｍＷ／ｃｍ２）により、ブラックパネ
ル６４℃：４時間→７０℃、９０％ＲＨ：４時間→３０℃、９５％：４時間を１サイクル
とし、２０サイクルを繰り返した後の積層体の外観を観察し、下記基準で評価した。
　　○：クラック、変色（黄変）、透明度低下といった変化がみられない。
　　×：クラック、変色（黄変）、透明度低下のいずれかがみられる。
【００９８】
［実験例Ｉ］
　Ａ－ＰＣ（１）、又はＣ－ＰＣとＡ－ＰＣ（２）とを表１に示す質量比で混合したもの
について、線膨張係数と吸水率を測定し、結果を表１に示した。
【００９９】
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【表１】

【０１００】
［実施例１］
　Ｃ－ＰＣとＡ－ＰＣ（２）をＣ－ＰＣ：Ａ－ＰＣ（２）＝４０：６０（質量比）で混合
し、押出成形により、厚み１００μｍの樹脂層（Ｂ）用フィルムを成形した。
　この樹脂層（Ｂ）用フィルムの一方の面に、紫外線吸収剤含有量が７質量％となるよう
に紫外線吸収剤を混合したハードコート剤をバーコーターにより塗布して高圧水銀ランプ
で１５００ｍＪの紫外線を照射することにより硬化させ、厚み１０μｍの紫外線吸収剤入
りハードコート層を形成した。
【０１０１】
　上記のようにして作製したハードコート層付樹脂層（Ｂ）用フィルムを、ハードコート
層側が金型面に接するように射出成形金型にセットし、キャビティにＡ－ＰＣ（１）を射
出成形することにより、厚み４ｍｍの樹脂層（Ａ）を一体成形して本発明の積層体を得た
。
【０１０２】
　得られた積層体の鉛筆硬度及び耐候性の評価結果を表２に示す。
【０１０３】
　なお、この積層体の樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度を調べるために、樹脂層（Ｂ）用フィルム
にハードコート層を形成しなかったこと以外は上記と同様にしてハードコート層のない積
層体を製造し、その鉛筆硬度を測定し、結果を表２に示した。
【０１０４】
［実施例２］
　実施例１において、樹脂層（Ｂ）用フィルムの作製に当たり、Ｃ－ＰＣとＡ－ＰＣ（２
）の混合割合を、Ｃ－ＰＣ：Ａ－ＰＣ（２）＝８５／１５（質量比）としたこと以外は同
様にして本発明の積層体を得た。
【０１０５】
　得られた厚みの鉛筆硬度及び耐候性の評価結果を表２に示す。
　また、実施例１と同様に、この積層体の樹脂層（Ｂ）の鉛筆硬度を調べ、結果を表２に
示した。
【０１０６】
［比較例１］
　実施例１において、Ａ－ＰＣ（１）のみを射出成形して厚み４ｍｍの樹脂層（Ａ）より
なる基材を製造した。この基材の鉛筆硬度を測定し、結果を表２に示した。また、この基
材上に、実施例１と同様に紫外線吸収剤入りハードコート層を形成し、ハードコート層の
鉛筆硬度と耐候性を調べ結果を表２に示した。
【０１０７】
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【表２】

【０１０８】
　表２により、本発明によれば、高硬度の樹脂層（Ｂ）上に紫外線吸収剤入りハードコー
ト層を形成することにより、表面硬度と耐候性に優れた積層体を実現することができるこ
とが分かる。
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